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「出版者の権利のあり方に関する提言」 

に関する補足説明 
 

2013 年 5 月 16 日 

中山信弘、三村量一、福井健策 

上野達弘、桶田大介、金子敏哉 

 

2013 年 4 月 4 日、我々は「出版者の権利のあり方に関する提言」を公表した。同

日、「印刷文化・電子文化の基盤整備に関する勉強会」は、これを同会の提言として

採択し、文化審議会に対して同提言に基づく立法検討作業を要望した。現在、文化審

議会において検討が進められているところである。 

かかる状況に鑑み、デジタル時代に対応した「現行出版権の拡張・再構成」を基礎

とした立法検討に資することを目的として、その後の議論状況も踏まえ、若干の補足

説明を行う。 

 

１ 現行出版権を拡大再構成（提言①・③） 

 

 出版者の隣接権要望には、それが出版にともない当然に発生する点、著作権との

権利分散化を招きやすい点、それに隣接権の実効性などの危惧が指摘されて来た。

他方で、侵害などの対策のため、出版者が著作権の全部または一部の譲渡を受ける

ことは事実上困難であり、また実質的にも望ましいものとは限らない。 

そこで著作権者が設定可能な権利として、現行著作権法 79 条以下の出版権を、

現在の出版実務およびデジタル時代に対応した、下記の内容へと拡大再構成し、侵

害対策と利用許諾の促進の双方を図るものである。 

 ①現行法の出版権を電子出版にも拡大する（特約により、出版または電子出版

などの限定も可能とする）。 

 ③当事者の契約により、権利の対象を特定の版（紙だけでなく電子的なフォー

マットも含む）に限定した上で、出版・電子出版とは言えない利用（例：企業

内複製）にも効力を拡大する。 

 

 本提言の③は、著作物ではない出版物の版面について権利を拡張するものではな

い。非著作物や保護期間が満了した著作物について、本提言により拡張された出版

権が設定されることはない。③は、著作権者が著作物の利用につき有する権利のう

ち、著作権者の意思により、特定の版での利用に限定して物権的な権利を設定する

ものである。 
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 ①と③の関係についてはアドオン型と選択型が考えられる。具体例で示せば以下

のようになる。 

 

［①と③をアドオン型とする場合］ 

 ①で権利侵害となる行為 

ハードカバーの単行本βとして刊

行された小説αにつき、著作者Ｘ

が、出版社Ｙに、出版権を設定 

○ 単行本βからスキャンした小説

αのアップロード 

○ 小説αを文庫本等として別の版

にて発行、販売、電子配信 

× 小説αの単行本βの版のままで 

 の企業内複製 

× 小説αの映画化 

 

 ①＋③で権利侵害となる行為 

ハードカバーの単行本βとして刊行

された小説αにつき、著作者Ｘが、

出版社Ｙに、単行本βの版について

③の特約を付して出版権を設定 

○ 単行本βからスキャンした小説 

  αのアップロード 

 〇 小説αを文庫本等として別の版

にて発行、販売、電子配信 

○ 小説αの単行本βの版のままで 

の企業内複製 

× 小説αの映画化 

[①と③を選択型とする場合] 

 ①と③を選択型とする場合には、③の内容は、権利の対象を特定の版（紙だけでな

く電子的なフォーマットも含む）を通じた利用に限定する一方、出版・電子出版に加

えて、出版・電子出版とは言えない利用（例：企業内複製）にも効力を拡大したもの

となる。

 

 ①で権利侵害となる行為 

ハードカバーの単行本βとして刊

行された小説αにつき、著作者Ｘ

が、出版社Ｙに、①の内容の権利を

設定 

○ 単行本βからスキャンした小説

αのアップロード 

○ 小説αを文庫本等として別の版

にて発行、販売、電子配信 

× 小説αの単行本βの版のままで 

  の企業内複製 

× 小説αの映画化 

 

 ③で権利侵害となる行為 

ハードカバーの単行本βとして刊行

された小説αにつき、著作者Ｘが、

出版社Ｙに、単行本βの版について

③の内容の権利を設定 

○ 単行本βからスキャンした小説 

  αのアップロード 

 × 小説αを文庫本等として別の版

にて発行、販売、電子配信 

○ 小説αの単行本βの版のままで 

の企業内複製 

× 小説αの映画化

【①と③の関係】 

 出版・電子出

版一般 

特定の版での 

出版・電子出版 

特定の版での 

企業内複製等 

口述・翻案等 

① ○ ○ × × 

①+③(アドオン型) ○ ○ ○ × 

③  (選択型) × ○ ○ × 
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２ 原則としてサブライセンス可能（提言②） 

 

 登録による公示（次項参照）と組み合わせることにより、利用許諾の円滑化を

図る。 

 多数のプラットフォームでの配信等に対応する。 

 著作権者は、特約によりサブライセンスを不可とすることも当然可能である。 

 

 

３ 対抗要件としての登録制度の拡充（提言④） 

   

（1）国立国会図書館（NDL）等の書誌情報とのリンク 

 対抗要件としての登録につき、従来の特定方法に加えて、NDL 等の書誌情報

等を利用した著作物等の特定も可能とすることで、登録手続きの簡素化・コス

ト低減をはかる。 

 書誌情報のデータベースと権利情報のデータベースを連携させることが望ま

しい。一つの理想的なシステムとしては、著作者・出版者等が書誌情報とあわ

せて権利情報を提供し、登録原簿にも機械的に反映され、さらに電子データを

納本すれば登録免許税が大幅に減免・免除されるシステム等が考えられる。 

（2）オンラインでの登録を可能とする 

 登録原簿は既に電子化されているが、さらにオンラインでの登録申請を可能に

することで簡素化を図る。 

（3）登録による許諾権限の公示（事実上の効果） 

 サブライセンス可能化とあわせ、対抗要件としての登録により、事実上の効果

として利用許諾の権限の所在が公示され、著作物・出版物の利用を望む第三者

の探索・取引コストが軽減されるとの効果が期待される。 

 特に前述した③とあわせることで、出版物単位での企業内複製等について出版

権者がデータベースで公示され、将来的には、集中化された利用許諾と利用料

の分配のシステムが構築されることが期待される。 

 

以上は、将来のナショナル・アーカイブの実現（4 月 4 日に公表した別紙「ナショ

ナル・アーカイブと権利情報に関するビジョン」を参照）に向けた第一歩となること

を期待して、提言をしたものである。 

 

以上 

 


